
RTRI  REPORT  Vol. 29,  No. 11, Nov. 2015 23

特集：浮上式鉄道技術と在来方式鉄道への応用

多数個の推進系地上コイルを対象とした
効率的な非接触絶縁診断手法の開発

太田　　聡＊　　依田　裕史＊　　池田　遼平＊

Development of Efficient Non-contact Insulation Diagnosis 
for the Propulsion Coil of the Superconducting Maglev

Satoru  OTA　　Hiroshi  YODA　　Ryohei  IKEDA

　Superconducting maglev systems require ground coils along the entire track.  The performance stability of the 
ground coils has a large effect on the stability of the system.  When a vehicle runs, a high voltage is applied to 
the propulsion coils (a type of ground coil).  The propulsion coils should be inspected periodically to evaluate 
insulation performance in the same way as the general high voltage equipment.  In this paper, the authors focus 
on the electromagnetic waves of the UHF band that is emitted from the propulsion coil with insulation failure.  
For efficient diagnosis, the authors have verified the possibility of high-speed measurement. 
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１．はじめに

　超電導磁気浮上式鉄道（以下，浮上式鉄道）において，

地上コイルは路線の全線にわたって敷設されるため，莫

大な個数が必要となる。加えて，地上コイルは屋外環境，

振動環境，高電圧環境の複合した環境下での長期間の使

用が前提となる他に類を見ない機器である。地上コイル

の開発においては，コストの低減や各種環境に対する高

い耐久性が求められると共に，運用時の効率的な保守管

理手法の確立が求められる。本論文においては，多数個

が対象となる推進系地上コイルにおいて，非接触で検査

をすることができ，かつ効率的な絶縁診断手法について

検討し，構成要素について検証試験を行ったのでその結

果を述べる。

1. 1　地上コイルの種類

　地上コイルには複数の種類の負荷に対する高い性能が

求められるため，一般的には役割と負荷に応じて性能を

特化した複数の種類の地上コイルを併用する。図 1 に，

浮上式鉄道における地上コイル配置の一例を示す。同図

中，超電導磁石と対向する面に配置され，車両に対して

上下力および左右力を与える浮上案内系地上コイル（以

下，浮上案内コイル）には，主に機械強度および表面の

強度が求められるため，繊維強化プラスチックを材料と

して更に耐候性塗料を施したものが用いられる。車両に

対して前後力を与える推進系地上コイル（以下，推進コ

イル）には，機械強度に加えて，多数個のコイルが直列

接続され，また高電圧が印加されるため，所定の電気絶

縁強度が求められる。そのため，エポキシ樹脂等の絶縁

材料で導体をモールドしたものが用いられる。その他，

鉄道総研では，過去に製造個数と敷設工数を減らし，コ

スト低減を目的とした推進・浮上・案内兼用地上コイル

（PLG コイル）の開発を行っている１）。

1. 2　推進コイルの特徴

　推進コイルは多数個が連続的に接続され，き電セク

ションを構成する。これは，ガイドウェイ両側の 2 個の

コイルで結線が完結する浮上案内コイルと異なる。従っ

て，推進コイル 1 個の故障による影響が，浮上案内コイ

ル 1 個の故障による影響と比較して大きくなる。推進系

回路の構成例を図 2 に示す。浮上式鉄道車両の走行時，

推進電流および超電導磁石の移動に伴う磁場変化による

図１　地上コイルの配置例
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逆起電力により，き電セクション上流側の推進コイルほ

ど高い電圧が印加される。従って，推進コイルを運用す

る際には，一般的な高電圧機器の運用時と同様の配慮を

する必要がある。

２．推進コイルの保守

　推進コイルの一種である PLG コイルの主要諸元を表

1 に示す。推進コイルはこれらの使用条件を考慮して，

性能を安定して発揮できるよう運用する必要がある。

　推進コイルの絶縁性能の検査方法の例として，以下が

挙げられる２）。

　V　電気定数測定（抵抗・インダクタンス）

　V　非破壊偏肉測定

　V　絶縁抵抗測定

　V　耐電圧試験（商用周波耐電圧・衝撃耐電圧）

　V　部分放電測定（ＩＥＣ６０２７０３））

　V　誘電正接測定

　これらの検査方法は，推進コイルの成型不良や内部絶

縁欠陥の評価手法として有効である。しかし，手法の大

図２　推進系回路の構成例（1 相のみ）

表１　PLG コイルの主要諸元

コイル本体

外観寸法 0.88 × 1.052m

絶縁方式
樹脂モールド

（エポキシ樹脂）

導体 アルミニウム

導体形状 矩形

導体断面 0.04 × 0.11m
接続部数 3

接続ケーブル
絶縁方式

絶縁被覆

（架橋ポリエチレン）

導体断面積 60mm2

使用条件

（共通）

環境温度 -30 ～ 50℃
環境湿度 最高 100%（結露あり）

天候 全天候

公称電圧 33kV

半が製造メーカにおける出荷前検査を前提とした検査方

法であり，推進コイルを使用する現地での検査方法として

は，以下の要因から必ずしも適当ではないと考えられる。

　V 専用で大型の検査設備が必要（耐電圧試験など）

　V 環境ノイズとの切り分けが困難（部分放電測定な

ど）

　V 推進コイル単体を検査対象とした場合，そのまま

では検査が困難で，多数の接続箇所の脱着が必要

（全般）

　また，これらの評価手法は全て時間基準保全（TBM）

によるものであるため，多数個にわたる推進コイルの経

時的な絶縁性能を効率的に検査することが不可能であ

る。そこで，推進コイルを経時的に検査できる状態基準

保全（CBM）に基づいた効率的な検査手法を検討した。

2. 1　部分放電の他の物理現象による検出

　部分放電は，推進コイル内部において発生する微小な

絶縁破壊現象である。初期は軽微な放電であっても，繰

り返しの発生により絶縁不良箇所が進展・拡大し，最終

的には推進コイル本体の絶縁破壊の原因となる。部分放

電は同一材料内では電界強度が不均衡であり電界集中

が起こる箇所，または異種材料の組み合わせでは絶縁破

壊強度が小さい材料が混在する場合に発生することが多

い。例えば，モールド樹脂の構造不良（突起部の存在，

同電位処理の不良）による部分放電の発生は前者が原因

であり，モールド樹脂内における空隙（ボイド）の存在

による部分放電の発生は後者が原因である。部分放電は

多岐にわたる物理現象を伴って発生するため，電磁波・

音・パルス電流・熱・分解ガスなどの物理化学現象によっ

て検知することが可能である４）。表 2 に，一般的な高電

圧機器で部分放電が発生した際に伴って発生する物理化

学現象と，検知方法を示す。

　これらの検知方法は，既存の部分放電測定法

（IEC60270 に準拠した試験方法）と比較して専用の大型

設備を必要としない等の利点から，新しい高電圧機器の
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検査手法として，一部の手法については国際規格として

制定が検討される段階まで来ている５）。高電圧機器のオ

ンラインモニタリング（現地での絶縁性能の検査）を行

う事例として，6.6kV 電力ケーブル・真空遮断器・変圧

器６）や，22 ～ 33kV キュービクル内の高圧機器７）等を

対象とした部分放電検出手法の提案が行われている。

　表 2 の各手法を樹脂モールド機器である推進コイル

へ適用することを検討した場合，発光現象やガスの発生

を検知する検査手法は不適当であると考えられる。残り

の手法のうち，発熱現象の検知も推進コイルの使用条件

（高電圧印加下において大電流が通電される）を鑑みる

と困難である。筆者らは，残りの音波・超音波を検出す

る方法および電磁気的変化を検知する方法について，検

出可能性の検証を行っている４）８）。音波・超音波を検出

する手法では，AE センサを用いて部分放電現象を検知

可能で８），電磁気的変化を検出する手法では，アンテナ

や UHF 帯の電磁波センサにより部分放電現象を検知可

能であった４）８）。

３．効率的な推進コイル検査手法

3. 1　検査用電圧の印加方法

　部分放電は高電圧の印加下で発生するため，使用する

現地で推進コイルの検査を行う場合，検査用に電圧を印

加する必要がある。専用の耐圧試験機を用いて電圧を印

加する場合，印加電圧はき電セクション内の地上コイル

で共通となり，必要な電気設備容量 P は式 (1) で与えら

れる。

　 P f C C Vi
i

N

Ci
i

N
= +

= =
∑ ∑2
1 0

π ( )            (1)

　ここで，V は試験電圧，f は試験電圧の周波数である。

その他の変数は図 1 に示した通りである。多数個の地上

コイルが直列に接続される推進コイルでは，電圧印加に

必要な電気設備は大きくなり，数百 kVA オーダの大規

模な試験用設備が必要となる。一方，浮上式鉄道車両

の走行中においても高電圧が発生し，き電セクション最

上流において推進コイルに印加される電圧は最も高くな

り，その電圧 V の絶対値は式 (2) で与えられる。

表２　部分放電に伴って発生する物理化学現象と検知

方法の例

物理化学現象 検知方法の例

発光 光センサ，カメラ，画像処理

音波・超音波 AE センサ，音響センサ

電磁気的変化
高周波電流計測，浮遊容量測定

電磁波

ガスの発生 ガスセンサ，ガス分析

発熱 温度センサ

　
V NXI NX I NRI NR I E
E vN
I F

C C

S

P

= + + + +
∝
∝

( ) ( )2 2 

         (2)

　ここで，X，XC，R，RC は推進コイルおよび接続ケー

ブルの電気定数，I は推進コイルへの通電電流，E は逆

起電力，v は車両の走行速度，Ns は通過する超電導磁石

の個数，FP は車両に与える推進力である。式 (2) より，

推進コイルに印加される電圧は，高速走行時，長大編成

走行時，上り勾配等の推進力が必要となる時のいずれか

において大きくなる。もし車両の走行時に推進コイルに

発生する電圧を試験電圧として検査を行うことができれ

ば，製品寿命を縮める要因となる不要な電圧印加を避け

ることができ，また，実負荷そのものによる検査が可能

となると考えられる。

3. 2　部分放電検知方法の選定

　前章において推進コイルの部分放電検出手法として，

AE センサによる超音波の検知およびアンテナ等により

電磁波を検出する手法を挙げた。現地での検査実施を考

慮すると，AE センサは検査対象の推進コイルへの貼付

が前提となるため，多数個を検査する際には，多数のセ

ンサを貼付するか，貼付用の可動式着脱装置が必要とな

り，現実的ではない。一方，電磁波を検出する手法は，

空中伝播する地上コイルの部分放電に起因する電磁的ノ

イズを検出するため，離隔をもって検査可能であり，多

数個の推進コイルの検査に対応可能であると考えられ

る。このため，これ以降は電磁波を検出する手法につい

て，より詳細な検査手法を検討する。

3. 3　部分放電に伴う電磁波ノイズの検出方法

　筆者らは，絶縁不良を有する推進コイルに高電圧を印

加した際に発生する UHF 帯（300MHz ～ 3GHz）の電

磁波に着目し，電磁波の検出により，推進コイルの絶縁

性能評価を行う研究を進めてきた。この研究において電

磁波の検出子に，半波長ダイポールアンテナを用い，複

数のアンテナに到達する時間差を算出する電波干渉計の

原理により，推進コイルにおいて部分放電の発生してい

る位置を推定した９）10）。また，空中を伝播する他の信号

（放送波など）の影響を最小限とするために，ソフトウェ

ア面の方策としては，有限インパルス応答（FIR）フィ

ルタによる周波数帯域制限を適用し 11），また，ハードウェ

ア面の方策としては，電磁波シールド材が 12），部分放

電に起因するノイズ以外の空中伝播信号に有効であるこ

とを確認した。これらの検出方法を総括し，走行試験に

よって，保守用車の走行速度程度の低速移動中であれば，

推進コイルの部分放電による電磁波の検出および位置推

定が可能であることを確認した 13）。また，実使用時を模
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擬した浮上コイルと車体が存在する構成においても，同

様に測定可能であることを確認した 14）。図 3 に，実使

用時を模擬した試験構成と，試験で得られた部分放電ノ

イズのウェーブレット変換結果の例を示す。

3. 4　効率的な絶縁診断構成

　これまでの検討を総括すると，推進コイルの絶縁検査

手法としては，電圧の印加方法などの面から，浮上式鉄

道車両に検査用アンテナを搭載し，部分放電に起因する

電磁波を検知する方法が効率的であると考えられる。し

かしながら，これまでの検証では，位置推定のために

0.1ns オーダの時間差演算を行わなければならず，連続

計測を行うことができない欠点があった。そこで，部分

放電に起因する電磁波が図 3（b）のように周波数的に

広い分布をもつ特徴を利用して，時間領域ではなく，周

波数領域で連続的に計測を行い，部分放電に伴う電磁波

を検出することとした。その場合，必要な検出用アンテ

ナは 1 本でよく，アンテナの指向性を鋭くすることで，

位置推定精度を上げることができる。図 4 にこれまでの

複数の検出用アンテナによる位置推定方法８）と，今回提

案する単一アンテナによる位置推定方法の違いを示す。

単一アンテナを用いた場合，複数アンテナを用いた場合

と比較すると位置推定精度は劣るが，指向性を鋭くする

ことで推進コイル単体を特定することは可能で，かつ時

間差を計算する必要がないため，連続計測に適している

と考えられる。

４．検証試験・試験結果

4. 1　検証試験の目的

　単一アンテナを用いて連続的に推進コイルの絶縁診

断を行うためには，UHF 帯の周波数領域での測定を高

速で行う必要がある。絶縁診断時における推進コイル単

体の位置推定分割数を D，推進コイルの前後方向寸法を

0.9m，車両走行速度を v [km/h] とすると，1 秒間に周波

数領域で必要な測定回数 NP は式 (3) で与えられる。

　
N

v
D vDP  =

×
× =

( )

.
/ .

1.0 10
3.6 10

3

3

0 9
3 24

          (3)

　例えば，車両が時速 500km/h で走行中に検査を行い，

推進コイルの位置分解能として 0.09m（推進コイルの進

行方向寸法 10 分割相当）が必要な場合，NP は 1500 程

度となる。また，図 3（b）で示した通り，部分放電は nsオー

ダの現象であるため，今回は単一アンテナによる部分放

電の取得において，推進コイルの位置推定分解能を十分

に保った上で，ns オーダの短時間の現象を連続的に検

出可能であるかを試験の目的とした。

図３　実使用時を模擬した構成及び試験結果

図４　複数アンテナと単一アンテナの位置推定方法の

違い

（ａ）実使用時を模擬した試験構成

（ｂ）部分放電ノイズの計測結果
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4. 2　検証試験の構成

　検証試験では，ボイド欠陥を有する推進コイルを供試

体として用い，高電圧印加下における部分放電ノイズの

検出を行った。試験条件を表 3 に，試験状況を図 5 に示

す。今回は検証用のため，既存の計測装置を用いた。

4. 3　検証試験の結果

　検証試験で得られた波形の一部を図 6 に示す。同図

では，印加中に部分放電が発生していない状況を図（a）
に，部分放電が発生している状況を図（b）に示す。図
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6（b）の時系列強度表示において，10ms，30ms 付近に

広い周波数帯域で発生している２本の輝線が部分放電と

考えられる。実際の検査時においては，輝線のように部

分放電が観測された時間情報と，車両の位置情報を組み

合わせて，部分放電発生源となっている推進コイルを特

定することが可能である。今回の試験においては，定置

試験であるため放電源の推進コイルは同一であるが，輝

線の発生間隔が約 20ms（印加電圧の 1 周期相当）であっ

た。部分放電は，絶縁不良の種類や印加電圧が同一であ

れば，類似した電圧位相で生じるため，観測された波形

は供試体が発している部分放電に起因する電磁波ノイズ

であることを示していると考えられる。また，図 6（b）
の瞬時頻度表示でも，中頻度で部分放電に起因すると考

えられる周波数帯域の広い波形が観測されている。この

ことから，本構成において，ns オーダの部分放電に起

因する電磁波を検出可能であるといえる。また，本装置

の計測周期による，500km/h 走行時の走行位置分解能は

表３　検証試験の試験条件

供試体

種類
推進コイル

（ボイド模擬）

電源周波数 50Hz
印加電圧 25.1kV
部分放電

電荷量

100pC
（既存手法３）による測定）

検出用アンテナ

種類
半波長ダイポール

（アンリツ製 MP534B）

エレメント長
λ/2 = 349mm

（430MHz 相当）

離隔
29.5mm

（供試体表面～エレメント）

計測系

種類

リアルタイムスペクトラム

アナライザ

（Tektronix® 製 RSA6114A）

処理回数 2.9 × 105 回 / 秒
中心周波数 430MHz
周波数幅 100MHz

周波数分解能 100kHz

図５　検証試験の状況

図６　検証試験結果

（ａ）検証試験回路

（ｂ）検証試験外観

推進コイル

高電圧印加用ケーブル

ダイポールアンテナ

Zc Z

Zic Zi

Ck

B.C

T.T

D.O

DPE

E：  電源電圧 T.T：  試験用変圧器
B.C: ブロッキングコイル Ck：  結合コンデンサ
Zc，Z：  ケーブルと供試体コイルの回路定数
Zic，Zi    ケーブルと供試体コイルの対地回路定数
DP：  ダイポールアンテナ D.O：  デジタルオシロスコープ

（ａ）部分放電が発生していない状況 （ｂ）部分放電が発生している状況
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約 0.47mm（推進コイル約 1.9 × 103 分割に相当）であり，

地上コイル単体の位置推定の用途に対して，十分高速に

測定できているといえる。

５．おわりに

　運用時に高電圧が印加され，一般的な高電圧機器と同

様の保守管理が必要とされる推進コイルについて，多数

個を効率的に絶縁診断するための手法を検討した。従来

の複数アンテナによる位置推定ではなく，単一アンテナ

による連続測定構成を提案し，ごく短時間の発生現象で



28 RTRI  REPORT  Vol. 29,  No. 11, Nov. 2015

特集：浮上式鉄道技術と在来方式鉄道への応用

ある部分放電の高速度検出について検証試験を行い，部

分放電に起因する電磁波ノイズを検出可能なことを確認

した。

　今後は，絶縁性能が低下している場合の部分放電ノイ

ズ検出波形についてデータを蓄積すると共に，長時間の

検査に適した部分放電自動判別・記録機構付きの絶縁診

断システムを構築する予定である。
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